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レーションが一体となって現場の課
題解決に向けて取り組んでいる。
今後は、新たな世代に向けて

NGNの構造改革に取り組み、IP・
イーサ系トラフィック体力の増強、
及びコラボ事業者やお客さまが更に
使い易いネットワークとネットワー
クコスト削減の両立をめざすととも
に、ネットワークの信頼性向上も図
りたい。また、ネットワーク系の
ITシステム改革にも取り組み、コ
ラボ事業者やお客さまにネットワー
クの情報や制御機能の提供を可能と
したい。
以上のように、ICT環境の変化に

伴うネットワークへのさまざまなニ
ーズや、各種自然災害、インフラへ
のサイバー攻撃などに対するネット

　

高度化推進部は、研究・開発から
ネットワーク構築、オペレーション
のフィールド技術支援までを一元的
に担い、NTT東日本の各本部・事
業部・支店や持株研究所と連携しな
がら、将来の事業を展望した新たな
価値提供に向けて、ネットワーク、
アクセス、ネットワーク系オペレー
ションシステム等、幅広い分野の高
度化、フィールド技術支援に取り組
んでいる。
主な取り組みとしては「新規サー

ビス機能やネットワーク機能の実用
化へ向けた技術の目利きや弾込めを
行う先行的開発（研究）」、「要望部
からの依頼に基づく適用技術の選
定・開発・導入検証を行う実用化開
発」、「ネットワークオペレーション
の問題解決や効率化、新システム導
入支援、ネットワークセキュリティ
オペレーションを行うネットワーク
オペレーションの高度化」であり、
研究・開発とオペレーションの両面
を担っている強みを活かし、ネット
ワークオペレーションで浮き彫りに
なった課題や改善点を、タイムリー
に開発に展開するなど、開発とオペ

　

近年の情報通信産業においては、
モバイルアクセスの高速化、ネット
ワーク機能の仮想化、クラウドコン
ピューティングやテレビのスマート
化の進展等、従来の枠組みを超えて、
新たなサービスの拡大が進展して
いる。

NTT東日本は、このような事業
環境の中で、光アクセスサービスの
利用意向に即応したネットワーク環
境の提供、高速かつ安定的で災害に
強いネットワークの提供によって、
社会的インフラとしての信頼性を確
保しつつ、ICTの新たな利用シーン
創出に取り組んでいる。
光の利用用途・範囲の拡大に向け

ては、進化を続けるネットワークを
基盤とした光コラボレーションモデ
ルの展開や、ビジネスユーザ向けの
新たなサービス開発・提供等、お客
さまにとって付加価値が高く、使い
勝手のよいネットワーク関連サービ
スの提供を通じて「身近な総合 ICT

企業」として豊かな社会の実現や、
その持続的な発展に向けて取り組ん
でいる。

NTT 東日本高度化推進部では、光アクセスサービスの安心・安全で便利な機能提供やネットワークのフィールドで発生する課
題の解決に向け、研究・開発からオペレーションのフィールド技術支援まで一貫した機能を担い、「ネットワークサービスの高
度化」や「ネットワークオペレーションの高度化」を推進している。本稿では、高度化推進部において取り組んでいる技術テ
ーマを中心に紹介する。

ネットワークの高度化や新規サービス機能の
創出に向けた高度化開発の取り組み

東日本電信電話株式会社
ネットワーク事業推進本部

高度化推進部

部長 河野 真之氏

背景 高度化推進部の役割

http://www.bcm.co.jp/
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ワークの更なる信頼性向上について
も継続して応えていくことで、光の
普及拡大に向けた役割を果たしてい
きたい。
以下に主な取り組み事例を紹介す

る。

（１）ビジネスイーサ プレミアの
提供に向けた開発
法人のお客さま向けの新たなサー

ビスとして「ビジネスイーサ プレ
ミア」を 2015年 12月に提供を開
始した。
本サービスはミッションクリティカ

ルなシステム利用を想定したイーサ専
用サービスで、安定した通信を実現
する各種保証の機能を有するととも
に、低遅延、高品質な利用環境を提
供可能としている。ビジネスイーサ 

プレミアでは、お客さまからのイーサ
フレームを複製し、冗長化された通
信経路に同一のフレームをそれぞれ
送信し、受信側で先着フレームを選
択するという仕組みで実現しており、
先着フレームを常に選択することで、
冗長化された区間において低遅延な
通信を可能としている。また、2経
路に同一フレームを送信することで

ク側で提供することにより、お客さ
まは、利用したい機能をWebやスマ
ホアプリ等から選択し、柔軟にネッ
トワーク機能の利用が可能となる。
お客さまが実施していたルータや
各種専用機器等の構築・更改・故障
対応等から解放され、各種コストの
低減化ができる。また、お客さま拠
点に設置される装置の故障やネット
ワークセキュリティを含むトータル
サポートによる、安心・安全なサー
ビス利用が可能となり、IT作業の
削減、ITスキル者不足への対応が
期待できる。

（３）100Gbpsを超える大容量伝
送を可能とする、高速広帯域サ
ービスの開発
映像コンテンツの高精細化や IP

ネットワークによる大容量ファイル
の転送、大容量サーバ間接続や
F C o E（F i b r e  C h a n n e l  o v e r 

Ethernet）によるネットワークを介
したサーバとディスクの接続等、お
客さま拠点間、データセンタ間を超
高速のインタフェースで低遅延・高
品質で接続したいというニーズが顕
在化している。このようなニーズに
対応するため、高速広帯域メトロア
クセスネットワークのサービスの開
発に取り組んできた。サービスの実
現にあたり NTT研究所のプロダク
トである PTS（Packet Transport 

System）を適用した。高速広帯域
サービスは収容ビルに光クロスコ
ネクト装置（OXC:Optical Cross 

Connect）を配備し光の波長レベル
でルート分散し、さらにMPLS-TP

中継区間における経路故障発生時等
においても、中継区間における故障
切り替え時のフレームロスをゼロ（無
瞬断）にすることができる。

SLA（サービス品質保証）につい
ては、「ビジネスイーサ ワイド」を
超える、「故障回復時間」「遅延時間」
「稼働率」「開通遅延」「故障通知」「重
複故障」という 6項目の SLAが可
能となり、信頼性の高いプライベー
トネットワークの構築ができる。

（２）仮想化技術を用いたお客さま
拠点設置通信機器のシンプル化
マイナンバー制度の開始、セキュ
リティ対策等の社会的な情勢から、
ICTの更改や新規装置の導入が必要
となるケースが増加しているが、更
改費用・保守費用などのコストがか
さむ等の課題がある。
このようなお客さまの課題を解決
するために、従来お客さま拠点に設
置されたルータや FW･UTM、ビジ
ネスフォン等の専用機器で実現した
ネットワーク機能を、光ネットワー
ク内で提供できるような開発に取り
組んでいる。お客さま拠点にある各
種ネットワーク装置を光ネットワー

お客さま
設備

短径路

長径路
ビジネスイーサ プレミア

長径路

短径路

お客さま
設備

断

低遅延
短径路側を常に選択する
ことで底遅延を実施

高品質
両系にフレームを伝送し，受信側で
の選択により無瞬断を実施

図１　ビジネスイーサ プレミアの開発
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（Multi-Protocol Label Switching-

Transport Profile）技術を適用した
PTN（Packet Transport Node）装置で、
イーサネットワーク VPN機能を提
供する。故障時のMPLS-TPパスの
切り替えは無瞬断で、お客さまの利
用形態に応じ、スター型ネットワー
ク、メッシュ型ネットワークに対応
可能とし、お客さまに要求される信
頼性や、遅延に準拠できることをめ
ざしている。
高速広帯域サービスは次期学術情

報ネットワーク（SINET5）におい

て利用される予定となっており、バ
ックボーンを構成する装置間を
100Gbpsでメッシュ状に接続する
ことで、トラフィックの柔軟性と高
い信頼性が期待できる。

（４）ビジネス系光アクセス配線の
ための配線工法・ツールの開発
ビジネス系の開通工事は、一般家

庭の開通工事と異なり、『高天井・
長距離配管・無配管』といった光ア
クセス配線上の課題が存在する。
このような課題を解決する新たな

配線工法を確立するため、地上から
高所作業を安全かつスピーディに施
工が可能なツール群（マニピュレー
タ）の開発を行っている。
天井裏の配線工事では、点検口等

を開閉させ、屋根裏状況を把握する
必要がある。このような作業を安全
に実施するために、点検口の構造を
分析し、地上から開閉や配線ルート
確認を可能とするツールの開発を行
っている。
また、『長距離配管』の課題に対

しては、通線器の開発で対応してい
る。通線器の先端部はしなやかで、
手元部は硬くなるように硬度を次第
に変化させることで、通線性の向上
を実現している。
『無配管』に対しては、矢を飛ばし
て通線するアロー型通線器や、既設
メタル線を道線として仮設配管を敷
設するツールの開発を行っている。
これらの開発を現場との意見交換

やトライアル等を通じて行ってきた。
現在は、遠隔操作が可能な通線ロ

ボットの開発等に取り組んでおり、
更なる開通工事の効率化と作業の安
全性向上をめざしている。

（５）設備点検へのマルチヘリ活
用に向けた機能開発
マルチヘリは、これまで、雪害・

土砂崩れ等の災害地域でのケーブル
復旧工事や、山岳・渓谷地帯等の作
業困難箇所でのケーブル敷設工事に
おいて活躍してきた。
現在は平常時の『設備点検業務』
への活用の拡大をめざした開発に取
り組んでいる。

 

 
  

 
 

 

 

地上から
点検口開閉

地上から通線
長距離配管

通線器の
硬度変化 ONU

無配管

アロー型通線器 仮設配管

ノード

GW 

： 現用経路（最短遅延） 
： 予備経路（一部のみ示す） 

：伝送装置  
（ノード） 

ノード

ノード
ノード

ノード

ノード

ノード
ノード

ノード

ノード

図３　配線工法・ツールの活用イメージ

図２　SINET5国内通信回線におけるPTS 利用イメージ
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マルチヘリは、飛ぶ・止まるとい
う基本制御を『GPSによる位置補
正機能』で実現しているため、橋梁
の下など GPS信号を受信できない
場所での飛行を禁止していた。日常
的な点検業務をマルチヘリで行うた
め、近年、自動車にも搭載されてい
る『超音波センサ』と『ステレオカ
メラセンサ』をマルチヘリの機体の
四方に装備し、障害物への接近時に
機体が自動停止する機能や、非
GPS環境下でも安定してホバリン
グする機能を実現させた。
更には、直感的な操作に特化した

リモコンインタフェースを開発し、
異常時には操作バーから指を離せば
その場でホバリングする機能を実現
するなど、安全・安定飛行に向けた
開発により、ハード面から『設備点
検業務』への活用促進に取り組んで
いる。
今後は、航空法の改正を受けてマ

『オペレーションセンタの生産性
向上』『故障対応における現地作業
の一人化』『ノウハウの蓄積・業務
の標準化』を目標に、これまで現地
作業員にタブレット端末を配布し、
活用する取り組みを通じて、リアル
タイムでの現地作業の確認や進捗把
握を実現した。
タブレット端末を利用した保守業
務はハンズフリーな作業とはならな
いため、１名がタブレット端末を持
ち、１名が作業を行う二人作業とな
る場合があり、現地作業一人化に向
けた課題となっている。
このような状況に対応するため、

ウェアラブル端末を用いた保守運用
業務の効率化開発に取り組んでいる。
メガネ型や時計型などさまざまな
ウェアラブル端末やソリューションシ
ステムを組み合わせることにより①ハ
ンズフリー、②音声と映像共有によ
るコミュニケーションを実現し、オペ
レーションセンタと現地において細や
かな作業指示、装置状況確認、③作
業録画（記録）、が可能となり、オン
サイト保守業務のいくつかの課題を
解決することが期待される。
ウェアラブルを取り巻く要素技術
は日々進歩しているため、現地での
トライアル実証実験を進めながら、
将来の効率的、スキルフリーなオン
サイト保守業務を可能とする開発を
今後も推進したい。

ルチヘリを事業利用しやすい環境が
整うため、鉄塔やビル・建物等の設
備点検業務への利用拡大や、パイロ
ット育成環境の整備等に取り組み、
実績を積み重ねながら、更なる機能
の高度化をめざしていきたい。

（６）ウェアラブル端末を活用し
た保守運用業務の効率化
従来、保守業務において、通信設
備工事を行う場合や障害を復旧する
際には、現地作業員とオペレーショ
ンセンタのオペレータが現地作業内
容の指示・共有、遠隔試験依頼や現
地での確認報告などを電話による音
声コミュニケーションのみで実施し
てきた。
しかし、近年の通信設備の多種多
様化により、現地作業員への通信設
備に関する細やかな指示や、オペレ
ータへの装置状況報告に電話の音声
コミュニケーションのみでは対応手
段が足りず、作業が長時間化する傾
向にあった。また、現地の保守運用
における特殊なノウハウは紙ベース
のマニュアルにメモ書きになってい
るため、確実な作業実施には、多数
のマニュアルを確認しながら、複数
人による作業実施が必要であった。

映像＋音声でのコミュニケーション

連携・指示 

紙媒体の廃止 

現地作業オペレーションセンタ 

装置状況確認 

作業録画（記録）ハンズフリー 

図５　ウェアラブル端末活用イメージ
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図４　マルチヘリによる
設備点検業務イメージ

http://www.bcm.co.jp/

	Button2: 


